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区    分 ２ 結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成 

個別事業名 高知県少子化対策県民運動推進事業  

所要見込額 ３４，５０９ 千円  

 

 

 

各区分に 

おける取組の

全体像および

本個別事業の

位置づけ 

高知県では、これまでも高知県少子化対策推進県民会議と連携し、少子化対策の県民運動としての広

がりや社会全体で子育てを応援する機運の醸成を図ってきたところである。 

 しかし、依然として少子化傾向に歯止めがかからない厳しい状況であり、人口の将来展望に掲げた出

生率の目標達成に向けては、少子化対策のさらなる強化を図っていく必要がある。 

 出生動向基本調査報告書（国立社会保障・人口問題研究所）によると、この 50年で見合い結婚の割

合は 10 分の１になり、夫婦が出会った主なきっかけは、職場や仕事、友人・兄弟姉妹を通じてとなって

いる。また、夫婦が出会った年齢については、25 歳までに出会った割合が、ここ 20 年間で約 14％も減

少していることから、より多くの方の結婚の希望をより早く叶えることが必要であり、特に働く者が1日の

生活時間の多くを占める職場での身近な支援が必要であり、その機運の醸成が課題である。 

 

 そこで、市町村等と連携した少子化対策の取組に加え、これまで働きかけが十分とは言えなかった民

間企業等とも協働して、結婚支援や子育て支援等の具体的な取組を実施し、よりアクティブな新たな少

子化対策の展開を図る。 

 そのためには、保健福祉や医療、教育、経済などの 33 の団体等で構成する高知県少子化対策推進

県民会議において、いかに民間企業等と協働して具体的な取組を行うか、どのように応援団の職場で

身近な支援のための取組を行うかなどを議論いただき、地域の状況を踏まえた具体的な取組を高知県

少子化対策推進県民会議と連携して民間企業等に普及させることで、結婚、妊娠・出産、乳児期を中

心とする子育てに温かい社会づくり・機運の醸成を図っていく。 

 

 平成 28 年度からの具体的な取組としては、創設を予定している「高知家の出会い・結婚・子育て応援

団」との連携や取組支援をはじめ、４つの部会（結婚支援部会、子育て支援部会、Ｗ・Ｌ・Ｂ推進部会、

広報啓発部会）を設置し、有識者をメンバーに加えることで体制強化を図った「高知県少子化対策推進

県民会議」において、少子化対策のＰＤＣＡによる計画から評価までの具体的な進捗管理を行う。 

 また、「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」と「高知県少子化対策推進県民会議」、「高知家の出

会い・結婚・子育て応援コーナー」とが一体となって強固なネットワークを構築し、連携することで、応援

団や県民会議などの意見等を、各少子化対策の事業に反映させて進めていく。 

 

 また、県民運動へと展開を図るためには、少子化の現状や対策の必要性、県や企業の取組を周知

し、取組への共感者を増やすことが課題であるが、平成27年度に行った県民意識調査では、高知県の

結婚・妊娠・出産・子育て支援の取組をもっと積極的に情報発信すべきと思っている人の割合が 54.1％

であり、結婚支援や子育て支援等の県民運動の展開を図るためには、まだまだ、取組への情報発信が

県民から求められている。 

 その手法としては、平成 27 年度に行った県民意識調査で県の取組の重要な情報発信施策（２つ選

択）を伺った結果、テレビ・ラジオによる情報発信49.8%、新聞・雑誌による情報発信33.7％、チラシ・パン

フレット配布の情報発信 26.4％、県の広報紙による情報発信 22.1％の順に続いており、その結果から

情報発信の効果（波及効果や認知度の向上）が期待できる。 

 

※「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」 
職場内で結婚や子育て支援サポーターを配置いただき、具体的に結婚や子育て支援の取組を行っていただく企業や

団体等 
 

※高知県少子化対策推進県民会議の 33構成団体 
 （保健福祉分野）高知県民生委員児童委員協議会連合会、高知県社会福祉協議会 

 （医療分野）高知県医師会、高知県歯科医師会、高知県看護協会 

 （教育分野）高知県保幼小中高ＰＴＡ連合体連絡協議会、高知県高等学校長協会、高知県小中学校長会 

 （幼稚保育分野）高知県保育所経営管理協議会、高知県保育士会、高知県国公立幼稚園・こども園会、 高知県私立

幼稚園連合会 

 （青年分野）高知県青年団協議会、高知青年会議所 

 （男女共同分野）高知県連合婦人会 

 （ＮＰＯ分野）ＮＰＯ高知市民会議 

 （経済分野）高知県商工会議所連合会、高知県商工会連合会、高知県中小企業団体中央会、高知県経営者協会 

 （労働分野）日本労働組合総連合会高知県連合会 

 （一次産業分野）高知県農業協同組合中央会、高知県森林組合連合会、高知県漁業協同組合連合会 

 （地域分野）高知県老人クラブ連合会、高知市老人クラブ連合会 
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 （報道分野）高知放送、テレビ高知、高知さんさんテレビ、日本放送協会高知放送局、高知新聞社 

 （地方自治体分野）高知県市長会、高知県町村会 

  ※有識者：高知大学 

＜効果的な啓発・波及範囲に関する説明＞ 
 高知県少子化対策推進県民会議の構成団体は、県内の産学官金労言（金融分野は高知県において経済
分野に含まれる。）の各分野における業界団体を基本的に網羅している。 

 高知県少子化対策推進県民会議においては、いかに民間企業等と協働して具体的な取組を行うか、どの

ように応援団の職場で身近な支援のための取組を行うかなどを主に議論いただき、各構成団体において、

既存の広報誌などで各団体の状況を踏まえた取組の周知・普及に取り組んでいただくことにより、各団体の

会員企業等が高知家の出会い・結婚・子育て応援団に加入し、活動を活性化していくことにつながる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別事業 

内  容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本個別事業においては、特に民間企業等との連携を図り、「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」

や「高知県少子化対策推進県民会議」などと共に、結婚、妊娠・出産、乳児期を中心とする子育てに温

かい社会づくりや機運の醸成にかかる取組を進める。 

 その際には、県民運動として展開することで実効性も上がることから、これまで働きかけが十分とは言

えなかった民間企業の皆様と協働した取組を進め、県民運動として強力に展開することで、社会のトレ

ンドを変えていくような大胆な取り組みを目指す。 

 そのため、「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」を新たに創設し、企業や団体等の皆様の結婚や

子育て支援、男性の積極的な家事や育児分担の促進などの取組の普及と拡大を進め、例えば、応援

団に対しては、県から３月には「周囲の子育て支援活動への参加の呼びかけ」、７月には「婚活イベント

などへの参加の声かけ」などと、毎月、県の施策に併せてお願したい取組を提示して取り組んでいただ

くなどにより、少子化対策を県民運動へともう一段のレベルアップを図る。 

 また、高知県少子化対策推進県民会議においては、いかに民間企業等と協働して具体的な取組を行

うか、どのように応援団の職場で身近な支援のための取組を行うかなど、県から応援団への毎月の取

組の提示内容をはじめとする地域の状況を踏まえた具体的な取組を議論いただくとともに、高知県少

子化対策推進県民会議の各構成団体の会員等への広報ツールを活用していただくことで少子化対策

の取組の周知と民間企業等への取組の普及につなげていく。  

 ついては、「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」と「高知県少子化対策推進県民会議」、「高知家

の出会い・結婚・子育て応援コーナー」とが一体となった強固なネットワークを構築するとともに、ネット

ワークを活かして、下記事業の展開を連携して図る。 
 ※下線部分は、平成 28 年２月議会の知事答弁要旨 

①結婚や子育て支援に取組む「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」を普及し、連携強化を図り、 

結婚応援や出会いと子育てを応援するフォーラム等の実施  

・高知家の出会い・結婚・子育て応援団連携強化事業委託 

※応援団との連携強化に関する業務（応援団への情報提供（結婚・子育て等に関する具体的な内容、県の

施策、イベント情報など）、応援団内の結婚支援サポーター、子育て支援サポーター担当者との連絡調

整・相談対応、応援団の取組情報の収集、高知県少子化対策推進県民会議総会・部会への参加など） 

・少子化対策県民運動推進事業委託 
※結婚や子育て支援に取組む応援団等を紹介するなど、結婚応援や出会いと子育てを応援する。 

 今年度から具体的な取組みとして創設を予定している「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」との連携と
併せて、４つの部会「結婚支援部会」、「子育て支援部会」、「Ｗ・Ｌ・Ｂ推進部会」、「広報啓発部会」を設置し、

有識者をメンバーに加えることで体制強化を図った「高知県少子化対策推進県民会議」において、少子化対

策のＰＤＣＡによる計画から評価までの具体的な進捗管理を行うこととしている。 

 H28.4.19 に内閣府（子ども・子育て本部）において「自治体や地域の商工会議所等において結婚支援を行

い、取りまとめ的な立場にある者（リーダー）、機運醸成を図る上でキーパーソンとなる地域のオピニオンリー

ダーに対して効果的な結婚支援の優良事例や結婚の受容性を示すキックオフ・イベントを開催し、これを通

じて地域における結婚の応援や機運の醸成を図ることにつなげること」を目的として実施する「結婚応援のた

めのフォーラム」の「地域展開」の取組みも兼ね、都道府県単独開催の１番手として（大臣登壇も想定）、5 月

のゴールデンウイーク明けに、「高知県・結婚応援のためのフォーラム」の実施を計画。 

 

【第１弾】 「高知県・結婚応援のためのフォーラム」の開催 
（内容）・大臣挨拶（登壇予定）、知事挨拶 

・独身者対象の婚活講座「その場で身につく！人と人とが仲良くなる仕組み」 

・親御さん向け婚活講座「結婚したいと思わせる親のあり方」 

（「こどもに結婚したいと思わせる親のあり方」） 

・県の結婚支援事業紹介ブース（独身者及び親御さんに対する相談コーナー） 

・独身者のスキルアップを図る個別ブース 
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個別事業 

内  容 

 

【第２弾】フォーラム等の実施 
（高知県少子化対策推進県民会議総会・部会にて開催内容等を検討） 

・高知県少子化対策推進県民会議を中心に応援団の取組等の推進 
  ※応援団の取組を検討し、ＰＤＣＡによる進捗管理を行う。 

また、フォーラムの実施や少子化の現状や対策の必要性、県や企業の取組周知方法等を検討してい

く。 加えて、企業等の出会い・結婚・子育てにかかる優良取組事例を表彰することで、取組の情報発

信とともに応援団の更なる普及を図り、結婚や子育て支援への機運の醸成を図る。 

②子育て家庭応援の店の普及 

内閣府の子育て支援パスポート事業全国共通展開を受け、より多くの企業の登録が（コンビニや全

国展開している企業など）見込めるため、応援の店を紹介する冊子を作成・配布することで子育ての

機運の醸成につながり、より多くの店舗登録の拡大につなげる。 

・子育て応援の店冊子作成等委託 
  （子育て応援の店の店舗を紹介する冊子の作成及び送付（15,000 部）） 

  ※子育て応援の店冊子は、子育て家庭へ届くように各市町村や保育園・幼稚園、 地域子育て支援セン

ター、子育てサークルなどへ配布するとともに、産婦人科や小児科、図書館、協賛事業所へも配布す

る。  

③テレビ CMや新聞広告、パンフレット、ホームページ等を通して少子化の現状や対策の必要性、県や

企業の取組を周知するとともに、上記①、②も含めた取組の効果を検討・評価するため、県民の意

識や行動の変容を把握するための県民意識調査の実施  

 「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」の普及と、具体的に行動を起こす仕組みづくりを主な目的として、

企業等の出会い・結婚・子育てにかかる優良取組事例を表彰する取組と連動し、その取組等をテレビＣＭや

新聞広告等で紹介し周知を図ることで、企業や地域での結婚や子育て支援への機運の醸成を図る。 

 なお、その手法としては、平成 27 年度に行った県民意識調査で県の取組の重要な情報発信施策（２つ選

択）を伺った結果、テレビ・ラジオによる情報発信 49.8%、新聞・雑誌による情報発信 33.7％、チラシ・パンフレ

ット配布の情報発信 26.4％、県の広報紙による情報発信 22.1％の順に続いており、その結果から情報発信

の効果（波及効果や認知度の向上）が期待できる。 

 また、「平成26年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査報告書（平成27年５月 総務省情

報通信政策研究所）」においても、代表的なメディアをどの程度重要と評価しているかのアンケート結果によ

ると、情報源としての重要度としては、テレビ、新聞、インターネット、雑誌の順に重要度が高くなっており、娯

楽としての重要度は、テレビ、インターネット、雑誌、新聞の順に重要度が高くなっている。 

 また、県民意識調査では、ＫＰＩなどの施策や事業の目標に対する現状値を把握するため「安心して結婚・

妊娠・出産・子育てできるような社会になっていると思っている人の割合」、「高知家の出会い・結婚・子育て

応援団の認知度」、「地域の子どもを守り育てる活動に参加したことがある、または参加したいと思う人の割

合」など、結婚や子育て、少子化対策にかかる県民の意識や行動の変容を把握する。 

    （想定）・テレビ CM 15 秒 CM（３種） 放送回数 427 本 ※WEB でも掲載活用 

・新聞掲載 朝刊 15 段カラー（取組事例等の啓発） 

・少子化対策冊子 3,000 部 

 （配布先） 

フォーラム等のイベント時、高知県少子化対策推進県民会議、高知家の出会い・結婚・子

育て応援団、市町村、公共機関、学校、量販店・コンビニ等）  

先駆性 

市町村等との連携した取組に加えて、「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」を新たに創設し、

これまで働きかけが十分とは言えなかった民間企業等とも協動して、結婚支援や子育て支援等を

推進していく取組を進め、県民運動の展開を図る。 

 「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」には、職場内に結婚・子育てサポーターを配置いただく

など、具体的に民間企業等と連携した結婚支援や子育て支援などの取組を進める点で先駆性が

ある。 

 また、取組を進めるにあたっては、「高知家の出会い・結婚・子育て応援団」と「高知県少子化対

策推進県民会議」、「高知家の出会い・結婚・子育て応援コーナー」が一体となって強固なネットワ

ークを構築し、連携して進める。 

 


